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実施基準に関する協議会（以下「法定協議会」と
いう。）の設置が義務付けられている。各都道府
県は，法定協議会において実施基準に基づく傷病
者の搬送及び受入れの実施状況を調査・検証した
上で，その結果を実施基準の改善等に結び付けて
いくことが望まれる。

⑵メディカルコントロール体制の強化
救急業務におけるメディカルコントロール体制
とは，医学的観点から救急救命士を含む救急隊員
が行う応急処置等の質を保障する仕組みをいう。
具体的には，消防機関と医療機関との連携によっ
て，①医学的根拠に基づく，地域の特性に応じた
各種プロトコルを作成し，②救急隊が救急現場等
から常時，迅速に医師に指示，指導・助言を要請
することができ，③実施した救急活動について，
医師により医学的・客観的な事後検証が行われる
とともに，④その結果がフィードバックされるこ

と等を通じて，救急救命士を含む救急隊員の再教
育等が行われる体制をいう。
消防機関と医療機関等との協議の場であるメ

ディカルコントロール協議会は，各都道府県単位
及び各地域単位で設置されており，令和４年８月
１日現在において，各地域単位のメディカルコン
トロール協議会数は 250 となっている。救急業務
におけるメディカルコントロール体制の役割は，
当該体制の基本であり土台である「救急救命士等
の観察・処置を医学的観点から保障する役割」か
ら，「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基
準の策定を通じて地域の救急搬送・救急医療リ
ソースの適切な運用を図る役割」へと拡大し，さ
らに「地域包括ケアにおける医療・介護の連携に
おいて，消防救急・救急医療として協働する役割」
も視野に入れるなど，各地域の実情に即した多様
なものへと発展しており，今後もメディカルコン
トロール体制の一層の充実強化が必要である。

●●第７節　被害者支援の充実と推進
１　自動車損害賠償保障制度の充実等
自動車損害賠償保障制度は，強制保険である自
動車損害賠償責任保険及び自動車損害賠償責任共
済（以下「自賠責保険」という。），ひき逃げ又は
無保険車による事故の被害者に対して損害の塡補
を行う政府の自動車損害賠償保障事業（以下「保
障事業」という。）により，自動車事故による損
害賠償の基本保障を担保し被害者救済を図るため
の制度である。

また，自動車損害賠償保障法（昭 30 法 97）に
よる自動車事故対策計画に基づき，被害者救済対
策事業及び自動車事故発生防止対策事業を実施し
ており，保険金の支払と相まって被害者保護の増
進及び自動車事故発生の防止に大きな役割を担っ
ている。
平成 29 年度から令和３年度の自賠責保険の支

払件数及び総支払額は，それぞれ 29.6％，25.4％
減少している（第 1-22 表）。

第 1-22 表 自賠責保険の保険金 •共済金支払件数及び支払額の推移

年  度
死  亡 傷  害 後遺障害 合  計

支払件数 平均支払額 支払件数 平均支払額 支払件数 平均支払額 支払件数 総支払額
件 千円 件 千円 件 千円 件 百万円

平成 29 年度 3,783 24,206 1,134,997 434 51,319 4,137 1,190,099 796,013
30 3,542 23,946 1,097,004 433 49,566 4,130 1,150,112 764,350

令和元年度 3,434 24,008 1,018,274 434 48,158 4,094 1,069,866 721,898
２ 3,188 23,895 850,124 448 45,095 4,158 898,407 644,388
３ 2,916 25,141 795,637 444 38,837 4,303 837,390 594,023

注　１　全国共済農業協同組合連合会を含む損害保険料率算出機構資料による。
　　２　死亡欄の平均支払額は，死亡に至るまでの傷害を含む金額である。
　　３　後遺障害欄の平均支払額は，後遺障害に至るまでの傷害を含む金額である。
　　４　「支払件数」覧における件数は，１名につき１件として集計したものである。
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⑴自動車損害賠償責任保険（共済）の適正化の推
進
自賠責保険では，被害者保護の充実が図られる
よう，国による死亡等重要事案に関する支払審査
のほか，保険会社等による被害者等に対する情報
提供措置の義務付け，公正中立な紛争処理機関に
よる紛争処理の仕組みの整備など，被害者を保護
する措置がとられている。
これにより，保険金の適正な支払いの確保や，
保険金支払いをめぐる紛争の迅速かつ適正な解決
による被害者保護の増進を図っているところであ
る。なお，自動車損害賠償保障法に基づく指定紛
争処理機関である（一財）自賠責保険・共済紛争
処理機構による令和３年度の紛争処理件数は 725
件となっている。
なお，自賠責保険の保険金限度額は，死亡の場
合は 3,000 万円，介護を要する重度後遺障害者に
ついて，常時介護を要する者は 4,000 万円，随時
介護を要する者は 3,000 万円となっている。

⑵政府の自動車損害賠償保障事業の適正な運用
自賠責保険による救済を受けられないひき逃げ
や無保険車による事故の被害者に対しては，政府
の保障事業が被害者に損害の塡補を行い，その救
済を図っている。
この保障事業は，自賠責保険料に組み込まれた
賦課金等を財源としており，損害塡補の限度額は
自賠責保険と同一である。令和４年度の保障事業
による保障金の支払額は，ひき逃げ 206 件及び無
保険69件（計 275件）に対し，約２億9,900万円（死
亡７人，傷害 271 人に対してそれぞれ約１億 1,100
万円及び約１億 8,800 万円）である。
なお，政府は，この損害の塡補をしたときは，
その支払金額を限度として，被害者が加害運転者
等に対して有する損害賠償請求権を被害者から代
位取得し，政府が被害者に代わって，本来の損害
賠償責任者に対する求償を行っている。

⑶無保険（無共済）車両対策の徹底
自賠責保険は自動車の保有者が加入を義務付け
られている強制保険であり，車検の際に自賠責保
険の加入を確認しているが，車検制度がない原動
機付自転車及び軽二輪自動車のみならず，車検対
象車両の期限切れによる無保険車事故が発生して

いる。
このため，自賠責制度の PR活動を行い，自賠

責制度の必要性・重要性等の認識向上を図るとと
もに，業界団体等と協力した無保険車両に対する
啓発活動や無保険車指導員による街頭での指導，
自賠責保険契約期限経過後の更新契約の締結が確
認できない原動機付自転車等の保有者に対する契
約を促す警告ハガキの発出等による注意喚起を推
進し，無保険車両の運行防止を図っている。

⑷任意の自動車保険（自動車共済）の充実等
ア　任意の自動車保険
平成 10 年７月の保険料率の自由化後，人身傷

害補償保険を始め多様な保険商品の開発・導入が
進み，補償内容・損害時の対応・保険料水準等に
ついて，契約者が自身のニーズにあった保険商品
を選択することが可能となっている。
対人賠償保険については，令和３年度に契約

された契約金額別構成比が，2,000 万円までのも
の 0.2％，2,000 万円を超え 5,000 万円までのもの
0.1％，5,000 万円を超え１億円までのもの 0.1％，
１億円を超えるもの 99.6％（うち無制限のもの
99.6％）となっている。
なお，令和３年度に自動車保険（任意）の保険

金が支払われた死亡事故の賠償額は，第 1-23 表
のとおりである。
イ　任意の自動車共済
任意の自動車保険のほか，消費生活協同組合法

（昭 23 法 200）に基づく消費生活協同組合などで
任意の自動車共済を実施している。

第 1-23 表 �自動車保険（任意）保険金支払死亡事故�
賠償額の推移

年　度 死　者　数 平均賠償額
人 万円

平成 29 年度 2,008 3,641
30 1,895 3,643

令和元年度 1,871 3,670
2 1,781 3,688
3 1,742 3,787

注注　１　損害保険料率算出機構資料による。
　　　２　�任意保険の保険金支払に関係のあったもののみである。したがって，

自賠責保険の支払のみで終わったものは含まれていない。
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２　損害賠償の請求についての援助等
⑴交通事故相談活動の推進
地方公共団体に設置されている交通事故相談所
等の活動を推進するため，研修や実務必携の発刊
を通じて相談員の対応能力の向上を図るととも
に，関係者間での連絡調整・情報共有のための会
議やホームページで相談活動の周知を行うなど，
地域における相談活動を支援した。これにより，
交通事故被害者等の福祉の向上に寄与した。
なお，都道府県・政令指定都市の交通事故相談
所等における相談件数の推移は，第 1-24 表のと
おりである。

⑵損害賠償請求の援助活動等の強化
ア　警察による積極的な交通相談
交通事故の被害者及びその家族又は遺族に対す
る適正かつ迅速な救済の一助とするため，救済制
度の教示や交通相談活動の積極的な推進を図っ
た。
イ　法務省における人権相談
法務省は，全国の法務局において人権相談を受
け付けている。また，市（区）役所，町村役場，
デパート，公民館，公会堂等で特設相談所を臨時
に開設している。人権相談においては，交通事故
に関するものも含め，広く相談を受け付け，助言
や日本司法支援センター（法テラス）への紹介等
を行っている（第 1-25 表）。
ウ�　日本司法支援センター（法テラス）による
各種業務の推進
日本司法支援センター（法テラス）では，交通

事故を含めた法的トラブル全般について，法テラ
ス・サポートダイヤル（コールセンター：0570-
078374）を始め全国各地の法テラス地方事務所の
窓口で問合せを受け付け，解決に役立つ法制度や
トラブルの内容に応じた適切な相談窓口等の情報
を広く提供しているほか，調停手続や民事裁判等
において弁護士・司法書士の費用を支払う経済的
余裕がない人々に，無料法律相談や，その費用を
立て替える民事法律扶助による援助を行ってい
る。
また，過失運転致死傷などの事件の被害者や遺

族などが刑事裁判に直接参加できる「被害者参加
制度」について，法テラスでは，経済的に余裕の
ない被害者参加人であっても弁護士による援助を
受けられるよう，国がその費用を負担する「被害
者参加人のための国選弁護制度」を運用している。
さらに，刑事裁判に出席した被害者参加人に国が
その旅費，日当及び宿泊料を支給する「被害者参
加旅費等支給制度」も運用している。
令和３年度に，法テラス・サポートダイヤルに

寄せられた交通事故に関する問合せ件数は，第
1-26 表，民事法律扶助業務における交通事故関係
の援助開始（扶助）決定事件数は，第 1-27 表の
とおりである。
エ�　（公財）日弁連交通事故相談センターによ
る交通事故相談活動の強化

（公財）日弁連交通事故相談センターは，弁護
士による自動車事故に関する法律相談，示談あっ
旋などを無料で行っている。
令和４年度の交通事故相談活動は，第 1-28 表

第 1-24 表 都道府県 •政令指定都市の交通事故相談所の相談件数の推移

項　　　　目 29 年度 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度
都  道  府  県 37,585 33,637 29,039 22,442 20,529
政 令 指 定 都 市 5,972 5,200 4,507 3,032 2,789

計 43,557 38,837 33,546 25,474 23,318
注　国土交通省資料による。

第 1-25 表 交通事故関係人権相談件数の推移

項　　　　目 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年
交通事故関係人権相談件数 226 231 133 116 105
注　法務省資料による。

第１編 陸上交通 第１部 道路交通



141

のとおりである（全国 156 か所の相談所で活動。
うち 42 か所で示談あっ旋を実施。）。
オ�　（公財）交通事故紛争処理センターによる
交通事故相談活動の強化
交通事故に関する紛争の適正な処理を図るた
め，嘱託弁護士による法律相談，和解あっ旋及び
審査会による審査・裁定業務を無料で行った。
令和３年度の交通事故相談活動は，第 1-29 表
のとおりである（東京本部のほか，札幌，仙台，
名古屋，大阪，広島，高松及び福岡の各支部並び
にさいたま，金沢及び静岡の各相談室で活動）。

３　交通事故被害者等支援の充実強化
⑴自動車事故被害者等に対する援助措置の充実
ア　国土交通省
国土交通省では，被害者の救済を図るため，次

に掲げる業務等を行った。
（ア）�　障害の態様に応じたリハビリテーション

の機会確保等
自動車事故によって生じる後遺障害には遷延性

意識障害，脊髄損傷，高次脳機能障害等，様々な
態様が存することを踏まえ，その態様に応じたリ
ハビリテーション等の機会を確保するために必要
な支援の充実を図った。
①遷延性意識障害者のリハビリの機会確保
遷延性意識障害者の支援として，国土交通省が

第 1-26 表 �法テラス •サポートダイヤル問合せ件数
（交通事故関係）推移

年　度 全問合せ
件数（Ａ）

交通事故に関する
問合せ件数

（Ｂ）
比　率

（Ｂ）/（Ａ）

件 件 ％
平成 29 年度 339,344 13,126 3.9

30 362,709 13,450 3.7
令和元年度 395,100 12,765 3.2

2 349,533 11,144 3.2
3 377,753 12,190 3.2

注　日本司法支援センター資料による。

第 1-27 表 民事法律扶助（交通事故関係）事件数の推移

年　度
援助開始（扶助）

決定全事件数
（Ａ）

援助開始（扶助）
決定交通事故

関係事件数（Ｂ）
比　率

（Ｂ）/（Ａ）

件 件 ％
平成 29 年度 119,048 1,516 1.3

30 119,352 1,370 1.1
令和元年度 115,546 1,109 1.0

2 109,106 993 0.9
3 106,871 848 0.8

注　日本司法支援センター資料による。

第 1-29 表 （公財）交通事故紛争処理センターの活動状況の推移

（件）
項　目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

相 談 件 数 19,620 18,247 17,742 16,145 16,685
和 解 成 立 件 数 6,304 5,837 5,663 4,856 4,964

う ち 審 査 手 続 分 576 568 509 462 511
注　１　（公財）交通事故紛争処理センター資料による。
　　２　相談件数は，新規・再来の合計。

第 1-28 表 （公財）日弁連交通事故相談センターの活動状況の推移

項  目 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
相談所開設延べ日数（日） 12,019 12,249 11,006 12,240 10,967
相 談 件 数（ 件 ） 35,721 36,941 31,407 32,538 36,758
従事弁護士延べ人員（人） 8,790 8,860 7,967 8,960 8,239
注　国土交通省資料による。
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短期入院協力病院としている病院の中から意欲的
にリハビリ提供している短期入院協力病院を重点
支援病院として指定した。
②高次脳機能障害者の社会復帰の促進
高次脳機能障害者の支援として，自立訓練（機
能訓練・生活訓練）を提供する事業者のうち，高
次脳機能障害を有する者が病院・事業者から地域
への生活を円滑に移行するためのサポートの取組
に対して補助を行った。
（イ）�　介護者なき後を見据えた受入環境整備の

促進
自動車事故被害者の介護者なき後の受け皿を整
備するため，グループホーム等の新設を支援する
とともに，介護人材確保や設備導入等に係る経費
の補助を行った（グループホーム等 65 施設に対
し，約２億 1,600 万円補助した。）。
イ　独立行政法人自動車事故対策機構
独立行政法人自動車事故対策機構（ナスバ）は，
被害者の救済を図るため，次に掲げる業務等を
行った。
（ア）　介護料の支給
自動車事故により重度の後遺障害を負い，常時
又は随時介護を要する被害者に介護料の支給を
行った（令和３年度は，後遺障害の程度，介護の
状況に応じて 4,815 人に対し，約 38 億 9,420 万円
の介護料を支給した。）。また，在宅介護者に対し，
短期入院（入所）費用の一部助成等を行った。
（イ）　重度後遺障害者療護施設の運営等
自動車事故による脳損傷の重度後遺障害者に対
し，適切な治療及び看護を行う専門病院である療
護センター（宮城，千葉，岐阜，岡山），療護施
設機能一部委託病床（北海道，神奈川，茨城，石
川，愛知（一貫症例研究型委託病床），大阪，愛媛，
福岡）の運営等により，重度後遺障害者の専門的
治療，看護の機会の拡充を図っている。
昭和 59 年設置の千葉療護センターを始め，療
護センターの経年劣化が進行しており，順次，老
朽化対策を講じていくことが必要である。まずは
最初に設置され，設置後 35 年以上が経過してい
る千葉療護センターの老朽化対策の実施に向け，
調査・研究を行った。
（ウ）�　自動車事故被害者への情報提供体制の整

備
ナスバより介護料の支給を受けている在宅の重

度後遺障害者やその家族が安心して在宅介護生活
を送るために，受給者等の自宅を訪問し介護に関
する相談対応や各種情報の提供等を行う訪問支援
を実施した（令和３年度は 4,091 件。）。その他，
被害者やその家族との交流会，各種被害者団体と
の意見交換会への参加等を通じて，被害者やその
家族の実情，要望等の把握に努めている。
また，全国の自動車事故による被害者及びその

家族等への支援の充実・強化を図るため，各種相
談機関の窓口を総合的に案内する相談窓口「ナス
バ交通事故被害者ホットライン」において，自動
車事故被害者の相談に応じ，情報提供の充実を
図っている（令和３年度の相談件数は 1,512 件。）。
（エ）　貸付業務の実施
自動車事故により死亡した者の遺族又は重度後

遺障害が残った者の子弟である中学校卒業までの
児童に対する生活資金の無利子貸付業務等を行っ
た。
ウ　（公財）交通遺児等育成基金
（公財）交通遺児等育成基金は，自動車事故に
よって一家の働き手を失った交通遺児に対し，交
通遺児家庭の生活基盤を安定させ，交通遺児の健
やかな育成に資するため，交通遺児に支払われた
損害賠償金等から拠出された資金を運用し，これ
に国及び民間からの援助金を加えたものを育成給
付金として，交通遺児が満 19 歳に達するまで，
年金方式で支給する交通遺児育成基金事業を実施
した。
なお，令和４年度末における加入遺児総数は

450 人となっている。
エ　交通安全活動推進センター
都道府県交通安全活動推進センターでは，職員

のほか，弁護士等を相談員として配置し，交通事
故の保険請求，損害賠償請求，示談等の経済的被
害の回復に関してだけでなく，交通事故による精
神的被害の回復に関しても，交通事故被害者，遺
族からの相談に応じ，適切な助言を行った。

⑵交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進
ア　交通事故被害者等に対する情報提供の実施
警察では，ひき逃げ事件，死亡又は全治３か月

以上の重傷の被害が生じた交通事故事件，危険運
転致死傷罪の適用が見込まれる事件等を中心とし
て，交通死亡事故等の被害者及びその家族又は遺
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族に対して，捜査への支障を勘案しつつ，可能な
限り，事案の概要，捜査経過，被疑者の検挙や運
転免許の停止・取消処分等に関する情報を提供す
るよう努めるとともに，交通事故事件に係る「被
害者の手引」，現場配布用リーフレット等の配布
や各種相談活動によって，被害者等にとって必要
な情報の提供に努めた。
なお，法務省においては，被害者等通知制度に
より，検察庁，刑事施設，少年院，地方更生保護
委員会，保護観察所等が連携し，交通事犯を含め
た事件の被害者等からの希望に応じて，事件の処
理結果，公判期日，裁判結果，加害者の刑の執行
終了予定時期，釈放された年月日，刑事裁判確定
後及び保護処分を受けた加害者の処遇状況に関す
る事項，仮釈放等審理に関する事項等の通知を実
施している。
さらに，全国の地方検察庁に被害者支援員を配
置し，被害者等からの様々な相談への対応，法廷
への案内・付添い，事件記録の閲覧，証拠品の返
還などの各種手続の手助けをするほか，被害者等
の状況に応じて，精神面，生活面，経済面等の支
援を行っている関係機関や団体等を紹介するなど
の支援活動を行うとともに，犯罪被害者等の保護・
支援のための制度について分かりやすく説明した
パンフレットを検察庁に備え付けるなどの支援業
務を行った。また，全国の保護観察所に被害者担
当官及び被害者担当保護司を配置し，被害者等か
らの相談に応じて，仮釈放等審理における被害者
等の意見等聴取制度など更生保護における被害者
等のための制度の利用の手助けをするほか，必要
な関係機関等を紹介するなどの相談・支援を実施
している。
このほか，被害者等に対する不起訴事件記録の
開示について，被害者等が民事訴訟等において被
害回復のための損害賠償請求権その他の権利を行
使する目的である場合のほか，被害者参加制度の
対象となる事件の被害者等については，「事件の
内容を知ること」などを目的とした場合でも，一
定の範囲内で閲覧することができるよう，弾力的
な運用を行うこととしている。
また，国土交通省公共交通事故被害者支援室に
おいては，関係者からの助言を得ながら，外部の
関係機関とのネットワークの構築，公共交通事業
者による被害者等支援計画作成の促進等，公共交

通事故の被害者等への支援の取組を着実に進めた。
イ�　交通事故被害者等の声を反映した講習等の
推進

運転免許に関する各種講習において，被害者の
手記等を盛り込んだ視聴覚教材を活用するほか，
被害者等の講話を取り入れるなどにより，講習に
おいて被害者等の声を反映させ，交通事故の悲惨
さを受講者に効果的に理解させる施策の推進を
図っている。また，被害者等の手記を取りまとめ
た資料等については，交通安全講習会等で配布し，
交通事故の悲惨さの紹介に努め，交通事故の惨状
等に関する国民の理解増進を図っている。
ウ　交通事故被害者サポート事業の実施
交通事故被害者等の支援の充実を図ることを目

的として「交通事故被害者サポート事業」を行い，
令和４年 11 月には「交通事故で家族を亡くした
子供の支援に関するシンポジウム」を熊本県内に
おいて，ライブ配信及びオンデマンド配信を併用
して開催し，交通事故で家族を亡くした子供に焦
点を当て，専門家による対応事例の紹介や講演，
交通事故で家族を亡くした遺族による体験談の発
表等を実施した。
また，被害者等の回復のための自助グループ活

動を促進する自助グループ運営・連絡会議，自治
体担当者や警察，教育委員会等の関係団体間の連
携強化を図るための意見交換会についてもウェブ
会議により実施した。

⑶公共交通事故被害者等への支援
公共交通事故による被害者等への支援の確保を

図るため，国土交通省に設置した公共交通事故被
害者支援室では，被害者等に対し事業者への要望
の取次ぎ，相談内容に応じた適切な機関の紹介な
どを行うこととしている。
令和４年度は，公共交通事故発生時には，被害

者等へ相談窓口を周知するとともに被害者等から
の相談に対応した。また，平時には，支援に当た
る職員に対する教育訓練の実施，外部の関係機関
とのネットワークの構築，公共交通事故被害者等
支援フォーラムの開催，公共交通事業者による被
害者等支援計画の策定の働き掛け等を行った。な
お，平成 28 年１月に発生した軽井沢スキーバス
事故について，継続的に遺族会との意見交換会を
開催するなどの対応を実施した。
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